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Abstract
This study aimed to examine how information of crime occurrence, arousal of social norms, and evoking a feeling of regret promote 
crime prevention behavior. We tested whether providing three different types of information to encourage locking behavior in com-
mercial bicycle parking lots would increase the security behavior of the parking lot users. We placed three different signs in the bicy-
cle parking area for approximately two months and assessed the percentage of parked bicycles locked. The results indicated that when 
the information of crime occurrence and a message arousing social norms were placed in bicycle parking lots, the users' behavior of 
locking their bicycles increased. However, users’ bicycle locking behavior did not increase when information of crime occurrence and 
a message evoking feelings of regret were presented together. Furthermore, attempts to arouse social norms by presenting parking lot 
users with eyespots did not improve their security behavior. Thus, the results suggested that the combination of messages presented 
is important in promoting crime prevention behavior. Presenting information of crime occurrence and descriptive norms that people 
around them are locking their bicycles, enabled parking lot users to recognize the need for locking behavior, which, in turn, promotes 
crime prevention behavior.
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1.  はじめに

　窃盗は、現在発生している刑法犯罪の中で最も発生件

数が多い犯罪である。特に、自転車、オートバイまたは

自動車といった乗物の盗難の被害件数が多く、このうち

自転車が最も盗難被害に遭っている。滋賀県警察本部生

活安全部生活安全企画課によれば、滋賀県では 2021 年、

2022 年において、年間約 1,000 件の自転車盗難被害が発

生している。2023 年 5 月に、新型コロナウイルス感染症

の感染症法上の位置付けが 5 類感染症へと変更になった。

これを受け、街中に人流が戻りつつあるとともに、乗り

物の盗難件数も増加しつつある。

　滋賀県警察本部生活安全部生活安全企画課によると、

盗難被害のうち約 70 % が無施錠の状態で駐輪されていた

自転車である。そのため、盗難被害を減少させるためには、

まず自転車の持ち主が自転車を施錠することが必要であ

る。そこで、本研究では、乗り物盗難のうち自転車盗難

に焦点をあて、自転車の利用者の防犯行動の促進を試み

ることにした。
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1.1  犯罪における統計情報の効果

　これまで、防犯行動が促進される状況や情報発信の効

果の検討がなされてきた。特に、犯罪発生に関する情報

の認識は一般市民の犯罪被害リスク認知を高め、防犯行

動を促進させることが報告されてきた（Bowers & Johnson, 
2005；大場・中村・原，2005）。上市・楠見（2000）の研

究では、自転車盗難に関する知識を持っているほど盗難

被害に遭うリスクを高く認知し、施錠行動を行いやすい

ことが報告されている。大場他（2005）は、一般市民に

対し、警視庁のひったくり発生マップを紹介したところ、

ひったくり発生マップに対して、情報が分かりやすく

正確だと感じるほど情報の有用性を感じ、自主的な防犯

行動意図を促進させることを示した。また、島田・荒井

（2017）の研究では、市内での盗難の発生件数に関する統

計情報と犯罪被害に遭った個別事例情報を用い、各情報

が自転車のツーロック行動の促進および維持にどのよう

な効果を持っているかが検討された。その結果、個別事

例情報を呈示した場合は呈示直後のツーロック行動を促

進するものの、約 1 か月後にはツーロック行動は減衰し

た。これに対し、統計情報を呈示した場合は、約 1 か月

後においても高いツーロック行動が維持された。個別事

例に基づく情報の呈示がツーロック行動の維持に寄与し

なかった理由として、事例に基づく脅威情報は感情を媒

介して直後の行動を促進するものの（Small, Loewenstein, 
& Slovic, 2007）、時間が経過することで感情は減衰するた

め、行動も喚起されなくなったためであると考えられる。

以上より、感情反応を強く引き出すような個別事例情報

ではなく、冷静に現状を理解することができるような犯

罪発生に関する正確な情報を示すことが、防犯行動の促

進において重要であることが示唆された。

1.2  防犯行動を促進する要因

　犯罪については、犯罪の発生状況をどのように捉えて

いるかによっても防犯行動をとるか否かが変わる。たと

えば、上述した上市・楠見（2000）の研究では、参加者

に自転車を施錠せずに自転車から離れたために盗難被害

に遭った状況を想像してもらったところ、施錠しなかっ

たことに対する後悔感情を強く見積もっていたり、施錠

することのコストを低く認知するほど、自転車の施錠行

動を行いやすかった。さらに、上記の心理プロセスは自

転車盗難に遭遇する不安感が強いほど生じやすかった。

　また、我々が意思決定を行う際、他者の行動が社会的

規範として参照されることがある。社会的規範とは、「特

定の集団や文化、社会の中に存在する暗黙のルール体系

である」（竹澤，2019: 168）。Cialdini, Kallgren, & Reno（1991）
によると、社会的規範は、命令的規範と記述的規範の 2
種類に大別することができる。命令的規範は、ある行動

が適切（社会的に望ましい）か不適切（社会的に望まし

くない）かという知覚に関するものであり、社会的報酬

や罰をもって行動が志向され、法律の形成とも密接に関

連する（e.g., Loschelder, Siepelmeyer, Fischer, & Rubel, 2019; 
Staub, 1972）。一方、記述的規範とは、多くの人が実際に

とる行動によって示される。自転車の施錠行動について

これらの規範の観点から捉えると、自転車を駐輪する際

に施錠するという行動は、日本において、幼少期よりメ

ディアや親、学校の先生といった周囲からの働きかけに

よって促されている行動であり、命令的規範に相当する

と考えられる。また、自転車を駐輪する際、周囲の自転

車が施錠されているか無施錠であるかは、記述的規範に

相当すると考えられる。

　Cialdini（2003）によると、命令的規範と記述的規範の

両方が同じ内容を示すとき、社会的規範に沿った行動が

最も促進されやすい。Sas, Ponnet, Reniers, & Hardyns（2021）
は、大学の駐輪場を対象とし、2 種類の社会的規範が自

転車の施錠行動に影響するかを検討した。まず「あなた

の自転車の 2 か所をロックし、盗難に遭わないようにし

ましょう」という命令的規範を 4 週間呈示した後、「盗難

を防ぐために、80 % の大学生がホイールとフレームを固

定しています」という記述的規範を命令的規範に加えて 4
週間呈示した。その結果、規範が呈示されていた 8 週間

において、ツーロック行動が維持されることが示された。

したがって、命令的規範および記述的規範を顕現化させ

ることが防犯行動の促進に寄与すると考えられる。

1.3  本研究における防犯行動

　以上みてきたように、犯罪発生に関する統計情報を把

握すること、また、犯罪被害に遭遇した際の後悔感情や

周囲の人々が防犯行動をしているという認識によって、

防犯行動が促進される可能性が示された。ただし、実際

の施錠行動を対象とした Sas et al.（2021）や島田・荒井

（2017）の介入実験では、主にツーロック行動の生起率が

報告されてきた。また、Sas et al.（2021）の研究では、大

学のキャンパス内の駐輪場で、島田・荒井（2017）の研

究では、定期契約駐輪場にて、それぞれ実験が実施され

ていた。大学のキャンパス内の駐輪場の利用者は主に大

学関係者であることが多い。同様に、定期契約駐輪場は

管理会社が契約者の個人情報を含め管理しているなど、

ある程度、利用者の属性が分かる場所であると考えられ

る。

　一方、自転車が駐輪される場所は上記以外にも存在す

る。たとえば、商業施設の駐輪場などは、不特定多数の

人が利用する。このような場所では、自転車の盗難場面

を目撃したとしても、自転車の持ち主が自転車を持ち出

そうとしているようにも見えるため、盗難場面であるか

どうか判別しづらい。それゆえ、自転車盗難が露見しづ

らく、窃盗をしやすい場所であると考えられる。実際、

滋賀県内における自転車盗難認知状況によると、令和 5
年の 1 月から 5 月末までに発生した自転車盗難のうち、

19 % が商業施設で発生している。これより、盗難を防ぐ

ためには、不特定多数の人が利用する商業施設の駐輪場

においても、利用者に自転車を施錠して駐輪してもらう

必要がある。そこで、本研究では、先行研究で防犯行動

を促進するとされた犯罪に関する統計情報の呈示、社会

的規範の顕現化および後悔感情の喚起が、商業施設の駐
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輪場の利用者の施錠行動についても促進させるかを検討

し、防犯行動促進研究における研究知見の蓄積を行うこ

とにした。

　なお、島田・荒井（2017）の研究では、時間の経過と

ともに脅威感情が減衰するにつれて防犯行動が減衰する

可能性が示唆された。島田・荒井（2017）の研究では、

介入実験初日にのみ実験参加者に情報を呈示していた。

これより、時間の経過とともに脅威感情を誘発する情報

に関する記憶が薄れてゆき、それに伴い脅威感情が減衰

し、防犯行動が減じられた可能性がある。もしも、自転

車の持ち主に対し、自転車を駐輪する度に後悔感情を喚

起する情報に接触させることができるならば、持ち主が

駐輪場を使用するたびに後悔感情をある程度喚起させる

ことができ、防犯行動が維持される可能性がある。その

ため本研究では、後悔感情を喚起する情報についても検

討することにした。

2.  方法

　本調査は、滋賀県彦根市にある複合商業施設の無料駐

輪場にて実施した。当商業施設は、滋賀県湖東・湖北地

域では大規模な商業施設である。2022 年に彦根市で発生

した自転車盗難の 17.1 %、2023 年の 1 月から 5 月末時点

までに彦根市で発生した自転車盗難の 16.5 % が当商業施

設の駐輪場で発生しており、市内において自転車盗難が

比較的多い場所である。

　今回は、当商業施設に設置された 3 つの無料駐輪スペー

スを調査地点とした（図 1）。調査地点間の間隔は広く、

ある調査地点から別の調査地点の看板は見ることができ

ない状態であった。また、各地点によって、駐輪スペー

スに向かう際の進入ルートおよび商業施設に入場する際

によく使用される入口も異なっている。そのため、駐輪

場の利用者が各駐輪スペースに自転車を駐輪する際には、

その駐輪スペースに設置された看板 1 種類のみを見るこ

とができる状態であったと考えられる。

2.1  看板の設計

　本研究では、駐輪場利用者に施錠行動を促すために、

以下の 3 種類の看板を作成し、効果を測定することにし

た。（1）いずれも A1 サイズで印刷し、各駐輪場に掲示した

（図 2）。
　地点 A に設置した看板では、2023 年 1 月から 6 月末ま

でに当商業施設の駐輪場で発生した自転車盗難数を、施

錠自転車の盗難数と無施錠自転車の盗難数に分けて示し

た。また、「自転車ロックで盗難防止」という命令的規範

と「〇〇（店名）では 90 % 以上の人が鍵をかけています」

という記述的規範を載せた（以下、「統計＋社会的規範」

看板と記す）。

　地点 B に設置した看板では、A 看板と同様に当駐輪ス

ペースで発生した自転車盗難数を示した。また、自転車

盗難被害に関する後悔感情を喚起するために、「あなたは

家に帰れなくなってもいいですか？」「自転車を買い直す

のにも約3万円かかります。鍵をかけよう」というメッセー

ジを記載した（以下、「統計＋後悔喚起」看板と記す）。

　地点 C に設置した看板では、統計情報、社会的規範お

図 1：調査対象である商業施設の看板設置場所

図 2：各地点に設置した看板（左から「統計＋社会的規範」看板（地点 A）、「統計＋後悔喚起」看板（地点 B）、
「目のイラスト」看板（地点 C））
注：看板の「〇〇（店名）」は、実際には、調査地点となった商業施設の店名が記載されていた。
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よび後悔感情を喚起するメッセージは記載しなかった。

代わりに、抽象的な「目」の絵を載せることにした。「目」

のイラストは、社会に対する配慮行動を促進する効果が

あり、放置自転車を減少させる際の取り組みなどに用い

られている（阿部・藤井，2015; Haley & Fessler, 2005）。上

述したように、自転車を施錠する行動は社会的規範に則

した行動であると考えられる。これより、「みられている」

という感覚を喚起させることで社会的規範が顕現化され、

施錠行動が促さると予測した。加えて、「とられる前に鍵

をかけましょう」「自転車を守れるのはあなたです」といっ

たメッセージを記載した（以下、「目のイラスト」看板と

記す）。

2.2  自転車の施錠率の測定

2.2.1  ベースラインの測定

　看板設置前の当該場所での駐輪自転車の施錠率を確認

するため、2023 年 7 月 17 日（月）～ 7 月 23 日（日）の

15 時 00 分～ 18 時 00 分の時間帯において、各地点の駐輪

自転車台数と、このうち施錠されていない自転車の駐輪

台数を計測した。

2.2.2  防犯行動啓発看板設置による介入

　2023 年 7 月 27 日（木）に、作成した 3 種類の看板を 3
地点に設置した。看板の効果を測定するため、2023 年 7
月 31 日（月）～ 9 月 25 日（月）の期間のうちの毎週月

曜日の 17 時 00 分～ 17 時 30 分の間に、各地点の駐輪自

転車台数と駐輪自転車のうち施錠されていない自転車の

台数を計測した。ただし、8 月 14 日から 8 月 17 日までの

期間は、台風 7 号の接近に伴い、看板を一時的に撤去した。

このため、8 月 14 日（月）については、データの計測を

行わなかった。また、地点 B の駐輪スペースでは、8 月

30 日から 9 月下旬まで改装工事が行われ、9 月 4 日、11 日、

18 日の調査時において、駐輪スペースから設置した看板

を見ることができなかった。そのため、地点 B については、

上記の日程のデータは分析から除外した。

　いずれの看板も 2023 年 10 月 4 日（木）まで設置し、

撤去した。

3.  結果

　測定日ごとの自転車駐輪台数および施錠率を示したも

のを図 3 に示す。これをみると、地点 A のベースライン

期の施錠率は 89 % であり、「統計＋社会的規範」看板を

設置後は、いずれの調査日においても 90 % 以上の施錠率

が維持された。一方、地点 B のベースライン期の施錠率

は 86 % であった。「統計＋後悔喚起」看板を設置後は、8
月 7 日において施錠率が 100 % を示したものの、他の日

と比べて駐輪台数が少なく、施錠率が高まったとは言い

難い。他の日については、80 % 台が維持され、9 月 25 日

時点の施錠率は 78 % と、ベースライン期よりも低かった。

地点 C については、ベースライン期の施錠率は 87 % であ

り、「目のイラスト」看板を設置後の施錠率は、日によっ

て傾向が異なっていた。

　次に、ベースライン期と看板設置後の駐輪自転車数の

クロス集計表を表 1 に示す。ベースライン期と看板設置

期の施錠数を比較するため、地点ごとに χ2
検定を行った。

その結果、「統計＋社会的規範」看板（地点 A）におい

て、各セルの人数に有意な偏りがみられ（χ2 (1) = 4.31, p = 
.045）、残差分析の結果、ベースライン期において無施錠

数が有意に多く、看板設置期において施錠数が有意に多

かった。一方、「統計＋後悔喚起」看板（地点 B）および

「目のイラスト」看板（地点 C）については、χ2
検定の結果、

各セルの人数に有意な偏りはみられなかった（χ2 (1) = 0.29, 
p = .59; χ2 (1) = 1.78, p = .18）。
　また、看板の設置が施錠行動に対して有効であったか

を検討するため、看板ごとに、施錠行動の有無を従属変

数とし、介入の有無（ベースライン期、看板設置期）を

図 3：地点ごとの施錠駐輪台数と無施錠駐輪台数および施錠率
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独立変数とする二項ロジスティック回帰分析を実施した

（表 2）。施錠行動は施錠を 1、無施錠を 0 とした。また、

介入の有無はベースライン期を基準とした。「統計＋社会

的規範」看板設置（地点 A）については、介入の有無の

要因は有意な変数であり、ベースライン期よりも看板設

置期の方が、施錠行動が 1.79 倍に増えた。一方、「統計＋

後悔喚起」看板設置（地点 B）、「目のイラスト」看板設

置（地点C）についても二項ロジスティック回帰分析を行っ

たところ、どちらも非有意であった。

4.  考察

　本研究の目的は、統計情報、社会的規範の顕現化およ

び後悔感情を喚起させる情報の呈示が防犯行動にもたら

す効果を検討することであった。

　その結果、統計情報と命令的規範および記述的規範と

いった社会的規範を呈示することで、駐輪場の利用者の

自転車を施錠する行動が増加した。これは、島田・荒井

（2017）や Sas et al.（2021）の研究知見に沿うものである。

統計情報を呈示して犯罪状況を正確に理解し、かつ、周

囲の人が施錠行動を行っているといった記述的な規範を

知ることで、施錠行動をする必要性を認識でき、防犯行

動が促進されると推察される。特に、社会的規範は、我々

が意思決定をする際の重要な情報源であるとされ、環境

配慮行動や逸脱行動を規定することが示されてきた（e.g., 
北折・吉田，2000；依藤，2011)。本研究において、社会的

規範は、防犯行動を行うか否かの判断においても重要な

規定因であることが再確認された。

　ただし、目のイラストを呈示し、「みられている」とい

う感覚を喚起させることで社会的規範の顕現化を試みた

場合、施錠行動は増えなかった。これまで目のイラスト

を用いた研究の対象は、社会的規範に違反した行動のう

ち、駐輪禁止スペースへの駐輪行動などの不道徳行為を

対象とするものが多かった。本研究で対象とした無施錠

という行動は、不道徳行為とはいえず、他者に害を与え

るような行動ではなかったため、施錠行動が増えなかっ

た可能性がある。したがって、目のイラストによって行

動が変化するのは、不道徳行為などによる後ろめたさの

感情が喚起されている場合に限定される可能性が考えら

れた。

　また、統計情報と後悔感情を喚起させるメッセージを

呈示した場合についても施錠行動は増加しなかった。こ

の理由として、後悔感情を喚起するために用いたメッセー

ジが意図したように後悔感情を喚起しなかった可能性が

考えられる。上市・楠見（2000）の研究では、自転車盗

難に遭遇した際の後悔感情を高く見積もるのは、自転車

盗難被害に遭遇する不安感を強く持っている者であるこ

無施錠 施錠 合計

地点 A

ベースライン期 30 (10.8 %) 247 (89.2 %) 277

「統計＋社会的規範」看板設置 25 (6.4 %) 368 (93.6 %) 393

地点 B

ベースライン期 41 (13.7 %) 258 (86.3 %) 299

「統計＋後悔喚起」看板設置 27 (15.5 %) 147 (84.5 %) 174

地点 C

ベースライン期 40 (13.2 %) 262 (86.8 %) 302

「目のイラスト」看板設置 61 (17.0 %) 298 (83.0 %) 359

合計 224 (12.4 %) 1580 (87.6 %) 1,804

表 1：駐輪自転車の無施錠および施錠数のクロス集計表

B 有意確率 オッズ比
95 % 信頼区間

下限 上限

地点 A

ベースライン期 － － 1.00

「統計＋社会的規範」看板設置 0.58 .04 1.79 1.03 3.11

地点 B

ベースライン期 － － 1.00

「統計＋後悔喚起」看板設置 –0.14 .59 0.87 0.51 1.46

地点 C

ベースライン期 － － 1.00

「目のイラスト」看板設置 –0.29 .18 0.75 0.48 1.15

表 2：施錠行動を従属変数に投入した二項ロジスティック回帰分析の結果
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とが示されていた。駐輪場で自転車を施錠せずに駐輪す

る者は、自転車を盗まれるという事態に対して、元々、

不安を感じておらず、後悔感情に訴えかけるような内容

を呈示したとしても伝わりづらかった可能性がある。も

う一つは、後悔感情の喚起に成功したものの、心理的リ

アクタンスが生じた可能性がある。Brehm & Brehm（1981）
によると、被説得者に対し、弱い論拠を挙げて高圧的に

働きかけると、被説得者は自分の自由が脅かされるといっ

たコントロール感に対する脅威を認知する。そこで、自

由を回復するため、わざと制限された行動をとろうとす

る。今回、呈示したメッセージの内容に対し、高圧的に

受け取られていた場合、心理的リアクタンスが生じ、防

犯行動を敢えてとらない者がいた可能性がある。後悔感

情の喚起が防犯行動にもたらす影響をさらに解明するた

めには、普段、無施錠である者が後悔を喚起するような

内容を精査し、改めて検討を行う必要があるだろう。

4.1  本研究の意義と限界、今後の展望

　最後に本研究の意義と限界および今後の展望について

述べる。本研究の意義として、まず、統計情報と社会的

規範を顕現化させる情報を呈示したことで、駐輪場利用

者の自転車の施錠行動を増加させたことが挙げられる。

先行研究では、ツーロック行動の促進について検討がな

されてきた。自転車をツーロックするという行動の促進

は、元々、自転車に鍵を 1 つかけていた者の防犯行動を

さらに強化させるものであったと考えられる。これに対

し、本研究では、防犯行動を行っていない者に対して自

転車に鍵をかけるという行動を促すことができた。つま

り、無施錠行動から施錠行動へと行動変容を行うことが

できたと考えられ、この点に本研究の意義があると考え

られる。

　また、先行研究では、統計情報の呈示が防犯行動を促

進させることが示されてきた（大場他，2005；島田・荒井，

2017）。しかし、本研究結果より、統計情報が防犯行動の

促進に寄与するのは、統計情報とともに呈示されるメッ

セージの内容に依存する可能性が示された点は、今後の

防犯行動研究の発展に寄与するものであると考えられる。

　一方で、本研究は不特定多数の人々が利用する商業施

設の駐輪場における社会実験であるため、未解明である

点も多い。まず、本研究では、駐輪場の利用者が実際に

各看板を見たかどうかは確認できなかった。また、各看

板を見ていた場合においても、看板に対してどのように

感じていたかについては検討できていない。したがって、

本研究で得られた知見が、設置した看板の効果によるも

のであるかについては確認する余地が残る。防犯行動を

啓発する看板を設置するとともに駐輪場の利用者に対し

てアンケート調査を行うなどし、各看板が利用者にどの

ような影響を及ぼしていたかを明らかにする必要がある

だろう。また、今回は場所を入れ替えて看板を設置して

検討することをしていない。今後は、看板の効果につい

て精緻に検討するために、設置する看板の場所を入れ替

えた検討や、多層ベースラインのデザインによる検討を

行うことも考えられる。

　加えて、本研究を実施した商業施設の駐輪場は、彦根

市内では自転車盗難が比較的頻繁に発生している場所で

ある。しかし、看板設置前のベースライン期における自

転車の施錠率は全般的に高かった。そのため、駐輪場の

利用者は元々防犯意識が高く、防犯行動が促進されやす

かった可能性が考えられる。これについては、施錠率が

低い駐輪場においても同様の効果がみられるかについて

検討を行い、看板の防犯行動促進の効果がどのくらい強

固なものであるか、検討を行う必要があるだろう。

謝辞

　本研究で用いた看板を作成するにあたり、山田歩先生

（滋賀県立大学）にご助言いただきました。また、研究実

施において㈱平和堂にご協力いただきました。ここに謝

意を表します。

注
（1） 本来であれば、今回扱った統計情報、社会的規範およ

び後悔感情といった刺激は、それぞれ単独で呈示し、

防犯行動にもたらす効果についても検証する必要があ

るだろう。しかし、統計情報を呈示する際、これが自

転車の施錠行動を促進するための情報であるといった

意図を伝える必要がある。そこで、今回は、施錠行動

を促進するという意図を駐輪場利用者に伝えるため、

社会的規範または後悔感情を喚起するメッセージを統

計情報とともに対呈示した。統計情報、社会的規範お

よび後悔感情を喚起する情報がそれぞれ単独で、防犯

行動にどのような影響をもっているかについては、今

後、さらに検討を行う必要がある。
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